
社会福祉法人同仁会旅費規程

　（目　的）

第１条　この規則は、社会福祉法人同仁会（以下「法人」という。）の職員に支給する旅費に

　関し、必要な事項を定める。

　（用語の意義）

第２条　この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

　る。

　(1) 職員　社会福祉法人同仁会就業規則第３条第２項に規定する者

　(2) 旅行命令権者　社会福祉法人同仁会決裁規程別表１から別表７までに規定する決裁権者

　　又は専決者

　(3) 出張　職員が法人の用務のため一時その在勤場所又は居住地を離れて旅行すること

　(4) 遺族　職員の配偶者、子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹並びに職員の死亡時職員と生

　　計を一にしていた他の親族

　（旅費の支給）

第３条　職員が出張した場合は、当該職員に対し旅費を支給する。

２　職員が出張中に退職又は休職した場合は、当該職員に対し旅費を支給する。ただし、懲戒

　解雇された職員には旅費を支給しない。

３　職員が出張中に死亡した場合は、当該職員の遺族代表に支給する。

　（旅行命令）

第４条　出張は、旅行命令権者の旅行命令によって行われなければならない。

２　旅行命令権者は、電信、電話、郵便等の通信による連絡手段を用いては法人用務の円滑な

　遂行を図ることができない場合で、かつ、予算上旅費の支出が可能である場合に限り、旅行

　命令を発することができる。

３　旅行命令権者は、旅行命令を発し、又はこれを変更するには、旅行命令簿（様式第１号）

　に当該旅行に関する事項を記載し、これを当該旅行者に提示しなければならない。ただし、

　旅行命令簿に当該旅行に関する事項を記載し、これを提示するいとまがない場合及び日用品

　の購入等日常の業務（以下「日常業務」という。）を行う場合には、口頭により旅行命令を

　発し、又はこれを変更することができる。

４　旅行命令権者は、口頭により旅行命令を発し、又はこれを変更した場合にはできるだけす

　みやかに旅行命令簿に当該旅行に関する事項を記載し、これを当該旅行者に提示しなければ

　ならない。ただし、旅費の支給を伴わない日常業務に係る場合は、旅行命令簿に記載しない

　ことができる。　

　（旅行命令に従わない旅行）

第５条　旅行者は、法人用務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により旅行命令に従っ

　て旅行することができない場合には、あらかじめ旅行命令権者に旅行命令簿により旅行命令

　の変更の申請をしなければならない。

２　旅行者は、前項の規定による旅行命令の変更の申請をするいとまがない場合には、旅行命

　令に従わないで旅行した後、できるだけすみやかに旅行命令権者に旅行命令の変更の申請を



　しなければならない。

３　旅行者が、前２項の規定による旅行命令の変更の申請をせず又は申請をしたがその変更が

　認められなかつた場合において、旅行命令に従わないで旅行したときは、当該旅行者は、旅

　行命令に従つた限度の旅行に対する旅費のみの支給を受けることができる。

　（旅行に要する交通手段等）

第６条　旅行命令を受けた者は、公用車又は交通機関を利用しなければならない。ただし、目

　的地が在勤地と同じ市町村内の場合は、原則として公用車を利用するものとする。

２　法人又は施設等において、レンタカー、タクシーなど必要に応じ借り上げた車は、公用車

　とみなす。

３　旅行命令権者は、旅行命令を受けた者から自家用自動車出張利用申請書（様式第２号）が

　提出され、適当と認めるときは当該旅行者が所有する自家用自動車を利用した旅行を認める

　ことができる。この場合、当該自家用自動車は、公用車とみなす。

４　旅行命令権者は、日用品の買い物等自家用自動車利用が多く見込まれる職員に対し、県内

　に限り利用目的を特定したうえで、当該年度を超えない期間の自家用自動車出張利用申請を

　認めることができる。

５　前２項の承認を求めようとする者は、自家用自動車出張利用申請書を提出するときまで

　に、自家用自動車登録台帳（様式第３号）に利用しようとする自家用自動車を登録しておか

　なければならない。

　（旅費の種類）

第７条　旅費の種類は、交通機関利用料（鉄道賃、船賃、航空賃、バス賃）、宿泊料、会議等

　の負担金及び自家用自動車を利用した場合の当該自家用自動車の借り上げ経費とする。

２　鉄道賃は、次により支給する。

区　分 内　　　容

旅客運賃 路程に応じた旅客運賃(運賃に階級がある場合は上級の運賃)

急行・特急料金 路線ごとに片道 100km以上の急行又は特急料金

座席指定料金 路程ごとに片道 100km以上の座席指定料金

３　船賃は、次により支給する。

区　分 内　　　容

旅客運賃(はしけ賃 路程に応じた旅客運賃（運賃に階級がある場合は２階

及び桟橋賃含む)　 級のときは上級の運賃、３階級のときは中級の運賃)

寝台料金 現に支払った寝台料金

座席指定料金 現に支払った座席指定料金

４　航空賃は、国内旅行にあっては北海道、沖縄に旅行する場合及び社会福祉法人同仁会組織

　及び管理規則（以下「組織及び管理規則」という。）第８条第３項に規定する代表経営役員

　が認める場合に限り支給し、現に支払った旅客運賃により支給する。

５　バス賃は、乗車する路程が２km以上ある場合に支給し、現に支払った旅客運賃により支給

　する。

６　宿泊料は、旅行中の夜数に応じ、１夜当たり次により支給する。表中甲地方とは、東京

　都、大阪府及び政令都市並びに理事長が認める地域をいい、乙地方とは、その他の地域を



　いう。固定宿泊施設に宿泊しない場合は、乙地方に宿泊したものとみなす。

区　分 宿泊料

甲地方 12,800円

乙地方  9,800円

７　児童の入院付添又は施設等の行事により宿泊するときは、前項に規定する乙地方の宿泊料

　を支給する。

８　第６項の規定にかかわらず、会議等において宿泊施設が指定されているなど当該宿泊施設

　を利用することに合理的な理由がある場合は、現に要する宿泊料を支給することができる。

９　負担金として支給する範囲は、次の各号のとおりとし、会議等の主催者、会議等の主催者

　に委託された旅行会社又は道路等の管理者等（以下「主催者等」という。）に支払ったこと

　を証明する書類により支給する。ただし、事前に主催者等に負担金を支払う必要のある場合

　は、職員の申し出により法人が直接支払うことができる。

　(1) 通知文等で確認できる会議等の参加料、資料代等

　(2) 会議等の主催者から提供され、又は事前に申し込むことが通知文等で確認できる食事代

　(3) 通知文等で確認でき、かつ旅行命令権者が認める会議等と一体と見なされる情報交換会

　　等経費

　(4) 現金で支払った高速道路及び有料道路利用料金。ただし、法人備え付けのＥＴＣカード

　　をできるだけ利用するように努めなければならない。

　(5) 必要な駐車料金

10　前条第３項に規定する自家用自動車の利用をした場合、次による金額を支給する。この場

　合、走行距離にkm未満の数があるときは切り捨てるものとする。

　(1) 在勤地と同一市町村内（内原子どもセンター内の施設にあっては合併前の内原町、つく

　　ば同仁会子どもセンター内の施設にあっては合併前の茎崎町）を目的地とするとき（走行

　　距離が５km以上の場合に限る。）

　　　300円

　(2) 走行距離が50km未満のとき（前号の場合を除く。）

　　　交通機関を利用したものとみなし、第２項及び第５項の規定に基づき計算した金額

　(3) 走行距離が50km以上のとき

　　ア　燃料費　  　走行距離（㎞）×15円　　

　　イ　車両経費    

　　　(ｱ) 走行距離 50㎞以上100㎞未満の場合  　　　　　　　        　1,000円

 　 　(ｲ) 走行距離100㎞以上150㎞未満の場合　　　　　　　　        　2,000円

 　 　(ｳ) 走行距離150㎞以上200㎞未満の場合　　　　　　　　        　3,000円

 　 　(ｴ) 以下50Km増える区分毎に1,000円加算　　　　　　        　

11　旅行命令権者は、社会福祉法人同仁会役員等報酬規則（以下「報酬規則」という。）第５

　条第１項に規定する役員等の旅行に職員が随行する場合は、同条第２項の規定を適用するこ

　とができる。

　（旅費の計算）

第８条　旅費は、原則として在勤地と目的地の間を最も経済的な通常の経路及び方法により旅



　行した場合の旅費により計算する。ただし、法人用務上の必要又は天災その他やむを得ない

　事情により最も経済的な通常の経路又は方法によつて旅行し難い場合には、その現によつた

　経路及び方法によつて計算する。

２　前項の規定にかかわらず、旅行命令権者は、勤務時間前に出勤しなければ在勤地から出発

　できない場合、目的地から勤務時間内に在勤地に戻れない場合など、特別の事由があるとき

　は、自宅から目的地まで又は目的地から自宅までの旅行を命ずることができる。この場合の

　旅費は、自宅から目的地まで又は目的地から自宅までの経路及び方法により計算する。

３　旅費計算上の旅行日数は，旅行のため現に要した日数による。

４　鉄道旅行、水路旅行、航空旅行又は陸路旅行中における年度の経過等のため鉄道賃、船

　賃、航空賃又はバス賃を区分して計算する必要がある場合には、最初の目的地に到着するま

　での分及びその以後の分に区分して計算する。

　(旅費の請求手続き)

第９条　旅費(概算払に係る旅費を含む。)の支給を受けようとする旅行者及び概算払に係る旅

　費の支給を受けた旅行者でその精算をしようとする者は，旅費請求領収書（様式第４号）に

　第７条において現に支払った経費に基づき支給する経費の証拠書類を添えて、これを当該旅

　費の支払をする者（以下「支出命令者等」という。）に提出しなければならない。この場合

　において、必要な添付書類の全部又は一部を提出しなかった者は、その請求に係る旅費額の

　うち、その書類を提出しなかったためその旅費の必要が明らかにされなかつた部分の金額の

　支給を受けることができない。

２　前項の規定にかかわらず、自家用自動車を利用した場合で走行距離が５km以上の在勤地と

　同一市町村の目的地を旅行したとき及び走行距離50km以上の旅行をしたときは、出張に係る

　自家用自動車借上経費請求領収書（様式第５号）により請求するものとする。

３　旅費の概算払の支給を受けることのできる旅行は宿泊を伴う旅行とし、概算払を受けよう

　とする旅行者は、当該旅行出発日の７日前までに旅費請求領収書を支出命令者等に提出しな

　ければならない。

４　概算払に係る旅費の支給を受けた旅行者は，当該旅行を完了した後７日以内に、旅費概算

　払精算書（様式第６号）により精算をしなければならない。

５　支出命令者等は、前項の規定による精算の結果過払金があつた場合は、７日以内に当該過

　払金を返納させなければならない。

６　旅行命令権者の承認を受けず又は承認されなかった者が、自家用自動車を利用して旅行し

　た場合には旅費を請求することができない。

７　自家用自動車を利用した旅行において、同乗した者には旅費を支給しない。

　（旅費の支払）

第10条　旅費は、現金で支給することとし、旅費請求領収書が提出されたときから７日以内に

　旅行者に支払うよう努めるものとする。

２　概算払の支給は、原則として当該旅行出発日の前日とする。

　（費用弁償）

第11条　職員以外の者が、理事長又は施設長等の依頼により旅行したときは、第６条の規定に

　基づき計算した金額を費用弁償として支給する。ただし、理事長が必要と認めるときは、別



　の扱いを定めることができる。

　（第三者からの依頼による旅行）

第12条　法人役職員以外の者から特定の職員に旅行の依頼があり、旅行命令権者が適当と認め

　るときは、旅行命令をすることができる。

２　前項の場合、旅費は支給しない。ただし、旅行命令権者が法人用務に準ずるものと認める

　ときは旅費を支給することができる。

  （出張復命）

第13条　旅行を終了した旅行者は、出張復命書（様式第７号）により速やかにその結果を旅行

  命令権者に報告しなければならない。ただし、軽易なものについては口頭により報告するこ

　とができる。

　（高速道路利用）

第14条　旅行命令権者は、公用車又は自家用自動車を利用した旅行を命令する場合に、高速道

　路の利用が合理的と認めるときは高速道路の利用を命ずることができる。

　（赴任旅費）

第15条　人事異動に伴い、高萩市内から水戸市内又はつくば市内、水戸市内から高萩市内又は

  つくば市内若しくはつくば市内から高萩市内又は水戸市内に勤務地が変更になった場合で、

　内示の日から辞令交付日の３０日後の日までに転居するとともに、住民票を移動した職員に

  次のとおり赴任旅費を支給する。

　(1) 借家等に転居し、家賃を支払う職員　　　２０万円

　(2) 自宅等に転居し、家賃を支払わない職員　　５万円

２　赴任旅費を請求しようとする者は、赴任旅費請求領収書（様式第８号）を旅行命令権者に

  提出しなければならない。

　（委任）

第16条　この規程の施行に関し必要な事項は、理事長が別に定める。

　　　付　則

　この規程は、平成１７年５月２８日から適用する。

　　　付　則

　この規程は、平成１７年６月２７日から適用する。

　　　付　則

　この規程は、平成１９年５月２６日から適用する。

　　　付　則

１　この規程は、平成２１年２月１３日から適用する。

２　第７条第８項第４号及び第５号の規定は、平成２１年３月３１日までの間は、この規定の

　適用日前の規定により取り扱うことができる。

　　　付　則

　この規程は、平成２１年４月１日から適用する。

　　　付　則

　この規程は、平成２３年４月１日から施行する。



　　　付　則

　この規程は、平成２９年４月１日から施行する。

　　　付　則

１　この規程は、平成３０年４月１日から適用する。

２　この規程の改正前に改正後の第７条第７項の規定を適用している場合は、改正後の規定の

　適用があったものとみなす。

　　　付　則

１　この規程は、平成３１年４月１日から施行する。

２　この規程の改正前に改正後の規定を適用している場合は、改正後の規定の適用があったも

　のとみなす。


